
適性試験，法科大学院入試，予備試験，新司法試験，修了者の進路の状況，二回試験及び判事補・検事への任官状況の推移表 ５９期弁護士　山中理司（大阪）

１　適性試験等

志願者数 受験者数 受験率 志願者数 受験者数 受験率 志願者数 受験者数
１５年度（第１回） 20043 18355 91.6% 39350 35521 90.3% 59393 53876 93.1% 1.35 １５年度
１６年度（第２回） 13993 12249 87.5% 24036 21429 89.2% 38029 33678 93.5% 1.37 １６年度
１７年度（第３回） 10725 9617 89.7% 19859 17872 90.0% 30584 27489 95.3% 1.60 １７年度
１８年度（第４回） 12433 11213 90.2% 18450 16680 90.4% 30883 27893 96.3% 1.89 １８年度
１９年度（第５回） 11945 10798 90.4% 15937 14323 89.9% 27882 25121 96.9% 2.14 １９年度
２０年度（第６回） 9930 8940 90.0% 13138 11870 90.3% 23068 20810 95.7% 2.14 ２０年度
２１年度（第７回） 8547 7737 90.5% 10282 9370 91.1% 18829 17107 91.8% 1.62 ２１年度
２２年度（第８回） 7820 7066 90.4% 8650 7909 91.4% 16470 14975 91.0% 1.28 ２２年度

志願者数 受験者数 受験率 志願者数 受験者数 受験率
２３年度（第９回） 5946 5481 92.2% 7386 6692 90.6% 7829 7249 3150 2.30 93.6% 1.23 ２３年度

２４年度（第１０回） 5185 4753 91.7% 5967 5391 90.3% 6457 -1372 -17.5% 5967 -1282 -17.7% 2698 2.21 93.9% 1.27 ２４年度
２５年度（第１１回） 4387 4008 91.4% 4964 4486 90.4% 5377 -1080 -16.7% 4945 -1022 -17.1% 2272 2.18 94.4% 1.28 ２５年度
２６年度（第１２回） 3599 3288 91.4% 4070 3678 90.4% 4407 -970 -18.0% 4091 -854 -17.3% 2201 1.86 96.7% 1.61 ２６年度
２７年度（第１３回） 3152 2918 92.6% 3541 3146 88.8% 3928 -479 -10.9% 3621 -470 -11.5% 1857 1.95 97.3% 1.73 ２７年度
２８年度（第１４回） 2707 2534 93.6% 3162 2872 90.8% 3535 -393 -10.0% 3286 -335 -9.3% 1704 1.93 97.6% 1.74 ２８年度
２９年度（第１５回） 2643 2459 93.0% 2969 2692 90.7% 3322 -213 -6.0% 3086 -200 -6.1% 1.78 ２９年度

２３年度以降の合計 27619 25441 92.1% 32059 28957 90.3% 34855 32245 合計・平均

＊１　ＪＬＦは日弁連法務研究財団であり，ＤＮＣは大学入試センターであり，２３年度以降，運営主体がＪＬＦに一本化され，かつ，年２回開催となった。
＊２　ＤＮＣの受験者数には，追試験受験者を含む。なお，第１回のＤＮＣの志願者数については，特例措置志願者（＝平成１５年８月３１日の適性試験を受験しなかった人を対象とした救済措置に基づく志願者）８０４９人を含む。
＊３　実志願者数及び実受験者数は，単純合計から，１回目及び２回目の両方とも志願し，又は受験した人を控除した人数である。
＊４　大卒就職率は毎年４月１日現在の数字である。また，例えば，２７年度大卒就職率（２８年４月１日現在）は，２８年５月２０日，文部科学省高等教育局及び厚生労働省職業安定局派遣・有期労働対策部によって同時に発表された。
＊５　大卒求人倍率は，リクルートワークス研究所が発表している数字である。ただし，例えば，２０１６年３月卒の数字を２７年度の数字とすることで，時期の調整を行った。

２の１　法科大学院入試等

合計 既修 未修

１６年度（１期） 72800 5590 5767 2350 3417 103.2% 40.7% 2792 48.4% 1988 34.5% 486 8.4% 68 31 14 6 17 １６年度
１７年度（２期） 41756 5825 5544 2063 3481 95.2% 37.2% 2091 37.7% 1660 29.9% 432 7.8% 74 32 15 7 20 １７年度
１８年度（３期） 40341 5825 5784 2179 3605 99.3% 37.7% 1925 33.3% 1634 28.3% 326 5.6% 74 32 15 7 20 １８年度
１９年度（４期） 45207 5825 5713 2169 3544 98.1% 38.0% 1834 32.1% 1490 26.1% 273 4.8% 74 32 15 7 20 １９年度
２０年度（５期） 39555 5795 5397 2066 3331 93.1% 38.3% 1609 29.8% 1410 26.1% 282 5.2% 74 32 15 7 20 ２０年度
２１年度（６期） 29714 5765 4844 2021 2823 84.0% 41.7% 1298 26.8% 1224 25.3% 247 5.1% 74 32 15 7 20 ２１年度
２２年度（７期） 24014 4909 4122 1923 2199 84.0% 46.7% 993 24.1% 868 21.1% 131 3.2% 74 32 15 7 20 ２２年度
２３年度（８期） 22927 4571 3620 1916 1704 79.2% 52.9% 763 21.1% 748 20.7% 134 3.7% 73 32 14 7 20 ２３年度
２４年度（９期） 18446 4484 3150 1825 1325 70.2% 57.9% 689 21.9% 591 18.8% 94 3.0% 73 32 14 7 20 ２４年度

２５年度（１０期） 13924 4261 2698 1617 1081 63.3% 59.9% 514 19.1% 502 18.6% 84 3.1% 69 29 13 7 20 ２５年度
２６年度（１１期） 11450 3809 2272 1461 811 59.6% 64.3% 422 18.6% 346 15.2% 58 2.6% 67 29 12 7 19 ２６年度
２７年度（１２期） 10370 3169 2201 1431 770 69.5% 65.0% 405 18.4% 351 15.9% 56 2.5% 54 24 11 7 12 ２７年度
２８年度（１３期） 8278 2724 1857 1222 635 68.2% 65.8% 371 20.0% 268 14.4% 43 2.3% 45 21 10 4 10 ２８年度
２９年度（１４期） 8159 2566 1704 1137 567 66.4% 66.7% 341 20.0% 249 14.6% 41 2.4% 43 20 10 3 10 ２９年度

合計・平均 386941 65118 54673 25380 29293 84.0% 46.4% 16047 29.4% 13329 24.4% 2687 4.9% 合計・平均

＊５　関東地方は，東京都，神奈川県，埼玉県，千葉県，茨城県，栃木県及び群馬県（１都６県）のことであり，関西地方は，大阪高裁管内の２府４県のことであり，東海地方は，愛知県，岐阜県，三重県及び静岡県のことである。
＊６　１６年度に設置された法科大学院は６８校であり（１５年度以降の適性試験受験者が対象），１７年度に設置された法科大学院は６校（筑波，北海学園，信州，静岡，龍谷，愛知学院）である（１６年度以降の適性試験受験者が対象）。
　　　 そして，旧司法試験の合格者数は１６年が１４８３人，１７年が１４６４人，１８年が５４９人，１９年が２４３人と推移したことから，１８年度に法科大学院実入学者数(③)がピークを迎えたほか，１９年度の志願者数(①)が前年度よりも増えた。
＊７　学生募集停止を発表した法科大学院は以下のとおりであり（括弧内の数字は発表の日付），学生募集を継続している法科大学院は，ピーク時の７４校（国立２３校，公立２校，私立４９校）から４２校（国立１６校，公立２校，私立２４校）に減少した。
①２３年度からの募集停止（１校）姫路獨協(22.5.27)→　うち，関西は１校（姫路獨協）
②２４年度からの募集停止（０校）
③２５年度からの募集停止（４校）大宮（桐蔭ＬＳと統合）(23.8.8統合発表，24.6.1募集停止発表)，神戸学院(24.7.4)，駿河台(24.7.6)，明治学院(24.5.28)→　うち，関東は３校（大宮，駿河台，明治学院），関西は１校（神戸学院）
④２６年度からの募集停止（２校）大阪学院(25.6.3)，東北学院(25.3.7)→　うち，関西は１校（大阪学院）
⑤２７年度からの募集停止（１３校）
香川・愛媛連合（四国ＬＳ）(26.5.20)，鹿児島(26.4.25)，関東学院(26.3.14)，久留米(26.3.31)，島根(25.6.17)，信州(26.2.12)，大東文化(25.12.19)，東海(25.10.17)，獨協(26.6.17)，新潟(26.3.17)，白鴎(26.6.26)，広島修道(26.5.27)，龍谷(26.3.28)
→　うち，関東は５校（関東学院，大東文化，東海，獨協，白鴎），関西は１校（龍谷）
⑥２８年度からの募集停止（８校）愛知学院(26.12.18)，神奈川(27.6.2)，京都産業(27.3.2)，熊本(27.3.13)，國學院(27.6.16)，静岡(26.10.14)，中京(27.6.25)，東洋(26.9.22)，山梨学院(27.6.1)
→　うち，関東は３校（神奈川，國學院，東洋），関西は１校（京都産業），東海は３校（愛知学院，静岡，中京）
⑦２９年度からの募集停止（２校）成蹊(27.12.24)，名城(28.3.11)→　うち，関東は１校（成蹊），東海は１校（名城）
⑧３０年度からの募集停止（４校）北海学園(28.5.26)，立教(29.5.26)，桐蔭横浜(29.5.26)，青山学院(29.5.31)→うち，関東は３校
＊８　２１年４月１７日付の「法科大学院教育の質の向上のための改善方策について」（法科大学院特別委員会報告）において，入学定員の見直しなどにより，入学者選抜における競争的な環境（＝競争倍率２倍以上）の確保が提言された。
　　　 その結果，２１年度から２２年度にかけて，すべての法科大学院の入学定員が約２割減った。
＊９　２２年７月６日付の法曹養成制度検討ワーキンググループ取りまとめを受けた，２２年９月１６日付の「法科大学院の組織見直しを促進するための公的支援の見直しについて」により，公的支援の見直しの考慮要素は以下のとおりとされ，２４年度予算から適用された。
　　　 ①入試倍率が２倍未満，②司法試験の累積合格率が全国平均の半分未満及び③司法試験の直近合格率等が全国平均の半分未満
＊10　２４年５月１０日付の法曹養成フォーラム取りまとめを受けた，２４年９月７日付の「法科大学院の組織見直しを促進するための公的支援の更なる見直しについて」により，公的支援の見直しの考慮要素が以下のとおりとなり，２６年度予算から適用された。
　　　 ①入試倍率が２倍未満，②司法試験の累積合格率が全国平均の半分未満，③司法試験の直近合格率等が全国平均の半分未満及び④入学定員の充足率が半分未満→④の考慮要素が追加された。
＊11　２５年７月１６日付の法曹養成制度関係閣僚会議決定を受けた，２５年１１月１１日付の「法科大学院の組織見直しを促進するための公的支援の見直しの更なる強化について」により，公的支援の見直しの考慮要素が以下のとおりとなり，２７年度予算から適用された。
　　　 ①司法試験の累積合格率，②未修者の直近の司法試験合格率，③直近の入学定員の充足率及び④法学部以外及び社会人等の直近の入学者数・割合→入試倍率が考慮要素から外れた。
＊12　２７年４月１日以降，「学校教育法第１１０条第２項に規定する基準を適用するに際して必要な細目を定める省令」（＝細目省令）４条１項１号ロ，ニ及びカ並びに文部科学省高等教育局長の施行通知に基づき，以下の基準が認証評価機関による認証基準に追加された。
　　　 ①入試倍率が２倍未満，②入学定員充足率が５０％未満，③入学者数が１０名未満及び④司法試験合格率が全国平均の半分未満→①の考慮要素が復活し，③の考慮要素が追加された。
＊13　入学定員割れの法科大学院は，２７年度が全５４校中５０校（９３％），２８年度が全４５校中４３校（９６％），２９年度が全４３校中４１校（９５％）
＊14　法科大学院が細目省令及び施行通知，ひいては法令に違反している場合，文部科学大臣は，大学設置・学校法人審議会への諮問（学校教育法９５条）を経て，改善勧告（同法１５条１項），変更命令（同法１５条２項）又は組織廃止命令（同法１５条３項）を出すことができる。

２の２　上位法科大学院８校への入学者数等（２８年度法科大学院は４５校）

①
入学者数

①／Ａ
②

入学者数
②／Ａ

③
入学者数

③／Ａ
④

入学者数
④／Ａ

⑤
入学者数

⑤／Ａ
⑥

入学者数
⑥／Ａ

⑦
入学者数

⑦／Ａ
⑧

入学者数
⑧／Ａ

１６年度（１期） 5767 1699 29.5% 308 5.3% 100 1.7% 277 4.8% 274 4.8% 327 5.7% 205 3.6% 110 1.9% 98 1.7%
１７年度（２期） 5544 1587 28.6% 306 5.5% 105 1.9% 290 5.2% 250 4.5% 230 4.1% 203 3.7% 98 1.8% 105 1.9%
１８年度（３期） 5784 1673 28.9% 299 5.2% 106 1.8% 285 4.9% 256 4.4% 310 5.4% 202 3.5% 117 2.0% 98 1.7%
１９年度（４期） 5713 1637 28.7% 296 5.2% 104 1.8% 276 4.8% 259 4.5% 276 4.8% 203 3.6% 124 2.2% 99 1.7%
２０年度（５期） 5397 1634 30.3% 296 5.5% 100 1.9% 284 5.3% 235 4.4% 321 5.9% 208 3.9% 95 1.8% 95 1.8%
２１年度（６期） 4844 1593 32.9% 274 5.7% 103 2.1% 275 5.7% 248 5.1% 291 6.0% 206 4.3% 99 2.0% 97 2.0%
２２年度（７期） 4122 1411 34.2% 229 5.6% 88 2.1% 257 6.2% 235 5.7% 271 6.6% 166 4.0% 82 2.0% 83 2.0%
２３年度（８期） 3620 1406 38.8% 228 6.3% 87 2.4% 261 7.2% 229 6.3% 271 7.5% 159 4.4% 86 2.4% 85 2.3%
２４年度（９期） 3150 1395 44.3% 229 7.3% 88 2.8% 263 8.3% 230 7.3% 247 7.8% 170 5.4% 84 2.7% 84 2.7%

２５年度（１０期） 2698 1318 48.9% 232 8.6% 87 3.2% 244 9.0% 216 8.0% 202 7.5% 162 6.0% 91 3.4% 84 3.1%
２６年度（１１期） 2272 1245 54.8% 223 9.8% 88 3.9% 179 7.9% 199 8.8% 238 10.5% 161 7.1% 80 3.5% 77 3.4%
２７年度（１２期） 2201 1224 55.6% 222 10.1% 90 4.1% 151 6.9% 204 9.3% 241 10.9% 156 7.1% 81 3.7% 79 3.6%
２８年度（１３期） 1857 1071 57.7% 217 11.7% 88 4.7% 129 6.9% 166 8.9% 192 10.3% 155 8.3% 50 2.7% 74 4.0%
２９年度（１４期） 1704 996 58.5% 210 12.3% 85 5.0% 112 6.6% 182 10.7% 128 7.5% 157 9.2% 52 3.1% 70 4.1%

合計・平均 54673 19889 36.4% 3569 6.5% 1319 2.4% 3283 6.0% 3183 5.8% 3545 6.5% 2513 4.6% 1249 2.3% 1228 2.2%

２の３　法科大学院の修了者数

合計 既修者 未修者 合計 司試合格 ④その他

１７年度 2176 2176 2176 100.0% 117 90 27 1.2% １７年度
１８年度 4383 1819 2564 35 4418 99.2% 434 72 362 7.6% １８年度
１９年度 4541 1972 2569 370 4911 92.5% 449 61 388 7.3% １９年度
２０年度 4537 1996 2541 457 4994 90.8% 501 38 463 8.5% ２０年度
２１年度 4263 1871 2392 529 4792 89.0% 546 22 524 9.9% ２１年度
２２年度 3931 1790 2141 604 4535 86.7% 543 13 530 10.5% ２２年度
２３年度 3263 1650 1613 674 3937 82.9% 666 15 651 14.2% ２３年度
２４年度 2814 1643 1171 645 3459 81.4% 571 5 566 14.1% ２４年度
２５年度 2425 1514 911 612 3037 79.8% 481 23 458 13.1% ２５年度
２６年度 2005 1288 717 506 2511 79.8% 408 52 356 12.4% ２６年度
２７年度 1732 1166 566 458 2190 79.1% 336 28 308 12.3% ２７年度
２８年度 1489 1089 400 381 1870 79.6% 320 51 269 12.6% ２８年度

合計・平均 37559 19974 17585 5271 42830 87.7% 5372 470 4902 10.3% 合計・平均

３の１　予備試験

２３年度（第１回） 8971 6477 1339 123 116 20.7% 9.2% 1.8% 31.57歳 13 1 12 4 2 3 8 40 32 ２３年度
２４年度（第２回） 9118 7183 1711 233 219 23.8% 13.6% 3.0% 30.31歳 18 1 15 4 4 61 69 41 ２４年度
２５年度（第３回） 11255 9224 2017 381 351 21.9% 18.9% 3.8% 27.66歳 10 14 5 3 6 162 107 36 ２５年度
２６年度（第４回） 12622 10347 2018 392 356 19.5% 19.4% 3.4% 27.21歳 17 12 4 5 165 114 34 ２６年度
２７年度（第５回） 12543 10334 2294 428 394 22.2% 18.7% 3.8% 27.36歳 14 1 28 2 2 7 137 156 35 ２７年度
２８年度（第６回） 12767 10442 2426 429 405 23.2% 17.7% 3.9% 26.16歳 12 21 3 3 153 178 31 ２８年度

合計・平均 67276 54007 11805 1986 1841 21.9% 16.8% 3.4% 84 3 102 19 10 28 686 664 209 合計・平均

３の２　予備試験資格者の司法試験合格状況

２３年度 ２３年度
２４年度 95 85 58 68.2% 27 9 62.1% 30 4 11 4 5 2 1 1 ２４年度
２５年度 184 167 120 71.9% 41 33 61.7% 64 8 20 18 6 4 ２５年度
２６年度 251 244 163 66.8% 47 72 73.0% 96 20 13 19 9 3 3 ２６年度
２７年度 307 301 186 61.8% 51 76 68.3% 93 29 18 15 14 7 5 2 1 2 ２７年度
２８年度 395 382 235 61.5% 69 86 66.0% 130 40 17 21 9 7 8 1 1 1 ２８年度
２９年度 408 400 290 72.5% 89 96 63.8% 155 49 19 27 14 13 5 5 2 0 1 ２９年度

合計・平均 1640 1579 1052 66.6% 324 372 66.2% 568 150 98 104 57 36 22 8 5 3 1 合計・平均

３の３　予備試験資格者の合格年度別の司法試験合格状況

２３年度 85 58 68.2% 38 27 71.1% 18 6 33.3% 13 2 15.4% 9 2 22.2% ２３年度
２４年度 129 93 72.1% 60 23 38.3% 41 11 26.8% 31 7 22.6% ２４年度
２５年度 166 134 80.7% 52 21 40.4% 30 10 33.3% ２５年度
２６年度 195 152 77.9% 45 21 46.7% ２６年度
２７年度 267 195 73.0% ２７年度
２８年度 ２８年度

合計・平均 85 58 68.2% 167 120 71.9% 244 163 66.8% 301 186 61.8% 382 235 61.5% 合計・平均
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４の１　新司法試験の受験状況及び合格状況

合計 １回目 ２回目 ３回目 ４回目 ５回目

１８年度（新６０期） 2137 2125 2091 4 34 1.6% 1684 12 0.7% 1009 748 247 14 48.3% 59.9% 28.87歳 １８年度
１９年度（新６１期） 5401 5280 4607 10 673 12.7% 3479 71 2.0% 1851 1250 525 76 40.2% 53.2% 29.20歳 １９年度
２０年度（新６２期） 7842 7710 6261 23 1449 18.8% 4654 238 5.1% 2065 1312 633 120 33.0% 44.4% 28.98歳 ２０年度
２１年度（新６３期） 9734 9564 7392 39 2172 22.7% 5055 237 4.7% 2043 1275 597 171 27.6% 40.4% 28.84歳 ２１年度
２２年度（新６４期） 11127 10908 8163 73 2745 25.2% 5773 374 6.5% 2074 1183 619 272 25.4% 35.9% 29.07歳 ２２年度
２３年度（新６５期） 11892 11686 8765 44 2921 25.0% 5654 382 6.8% 2063 1140 591 332 23.5% 36.5% 28.50歳 ２３年度
２４年度（６６期） 11265 11100 8387 55 2713 24.4% 5339 456 8.5% 2102 1080 651 371 25.1% 39.4% 28.54歳 ２４年度
２５年度（６７期） 10315 10178 7653 58 2525 24.8% 5259 401 7.6% 2049 1198 524 327 26.8% 39.0% 28.37歳 ２５年度
２６年度（６８期） 9255 9159 8015 45 1144 12.5% 5080 684 13.5% 1810 1059 427 324 22.6% 35.6% 28.20歳 ２６年度
２７年度（６９期） 9072 8957 8016 79 941 10.5% 5308 360 6.8% 1850 920 505 267 158 23.1% 34.9% 29.10歳 ２７年度
２８年度（７０期） 7730 7644 6899 53 745 9.7% 4621 210 4.5% 1583 867 333 206 124 53 22.9% 34.3% 28.3歳 ２８年度
２９年度（７１期） 6716 6624 5967 38 657 9.9% 3937 343 8.7% 1543 870 292 180 140 61 25.9% 39.2% 28.8歳 ２９年度

合計・平均 102486 100935 82216 521 18719 55843 22042 12902 5944 2660 422 114 26.8% 39.5% 合計・平均

＊15　１９年１２月１８日付の「司法制度改革の趣旨に則った法科大学院教育の在り方について」（法科大学院特別委員会報告）には，いわゆる答案練習方式による指導は，原則として法科大学院において行うべきではないという趣旨のことが書いてある。
＊16　１８年度から２３年度までの６年間，新司法試験及び旧司法試験が並行して実施された。なお，２３年度司法試験では，２２年度司法試験の口述試験不合格者を対象とした，口述試験だけが実施された。
＊17　１９年６月２２日付の「併行実施期間中（平成２０年以降）の新旧司法試験合格者数について）」によれば，新司法試験の合格者数は，２１００人～２５００人（２０年）→２５００人～２９００人（２１年）→２２年（２９００人～３０００人）を目安にするとされていた。
＊18　２２年度司法試験以前，短答式試験は初日に実施されていたのに対し，２３年度司法試験以降，短答式試験は最終日に実施されるようになった（予備試験短答式試験と同じ日である。）。
＊19　２５年７月１６日付の法曹養成制度関係閣僚会議決定により，２２年頃には合格者数を年間３０００人とすべきとする１３年６月１２日付の司法制度改革審議会意見書に基づく方針が撤回された。
＊20　２６年６月４日法律第５２号による改正後の司法試験法に基づき，２７年度司法試験以降，短答式試験の科目が７科目（憲法・行政法，民法・商法・民訴法，及び刑法・刑訴法）から３科目（憲法，民法及び刑法）となったし，５回まで受験できるようになった。
＊21　法曹養成制度改革顧問会議は，２７年５月２１日，司法試験の年間合格者数につき，当面１８００人より規模を縮小するとしても，１５００人程度は輩出されるよう，必要な取組を進めるべきなどとする取りまとめ案を公表し，同年６月３０日，同趣旨の取りまとめを公表した。
＊22　法曹養成制度改革推進会議は，２７年６月３０日，司法試験の年間合格者数につき，当面１８００人より規模を縮小するとしても，１５００人程度は輩出されるよう，必要な取組を進めるべきなどとする「法曹養成制度改革の更なる推進について」を決定した。

４の２　合格点前後の累計受験者数等 ４の３　ＬＳ全体合格率，既修者合格率及び未修者合格率

受験者 合格者 合格率 受験者 合格者 合格率
１８年度（新６０期） ９１５点 1064 1033 1009 987 951 925 900 878 845 １８年度 48.3% 2091 1009 48.3%
１９年度（新６１期） ９２５点 1973 1910 1851 1796 1728 1675 1615 1559 1505 １９年度 40.2% 2642 1216 46.0% 1965 635 32.3%
２０年度（新６２期） ９４０点 2193 2131 2065 2008 1934 1861 1780 1724 1662 ２０年度 33.0% 3002 1331 44.3% 3259 734 22.5%
２１年度（新６３期） ７８５点 2240 2140 2043 1967 1884 1792 1724 1642 1563 ２１年度 27.6% 3274 1266 38.7% 4118 777 18.9%
２２年度（新６４期） ７７５点 2263 2155 2074 1984 1886 1802 1718 1631 1537 ２２年度 25.4% 3353 1242 37.0% 4810 832 17.3%
２３年度（新６５期） ７６５点 2231 2145 2063 1978 1903 1832 1755 1682 1616 ２３年度 23.5% 3336 1182 35.4% 5429 881 16.2%
２４年度（６６期） ７８０点 2276 2186 2102 2023 1952 1877 1803 1707 1624 ２４年度 24.6% 3231 1171 36.2% 5071 873 17.2%
２５年度（６７期） ７８０点 2221 2138 2049 1954 1853 1786 1700 1626 1570 ２５年度 25.8% 3152 1209 38.4% 4334 720 16.6%
２６年度（６８期） ７７０点 1971 1886 1810 1729 1655 1588 1520 1445 1371 ２６年度 21.2% 3417 1121 32.8% 4354 526 12.1%
２７年度（６９期） ８３５点 2006 1931 1850 1792 1721 1657 1589 1519 1464 ２７年度 21.6% 3506 1133 32.3% 4209 531 12.6%
２８年度（７０期） ８８０点 1707 1643 1583 1513 1442 1361 1295 1242 1193 ２８年度 20.7% 3099 951 30.7% 3418 397 11.6%
２９年度（７１期） ８００点 1647 1600 1543 1481 1429 1389 1335 1274 1227 ２９年度 22.5% 2823 922 32.7% 2744 331 12.1%

＊23　２１年度から２５年度までは，５点刻みで最初に２０００人を超える得点が合格点となり（２４年度は予備試験資格者が最初に受験した年），２６年度及び２７年度は，５点刻みで最初に１８００人を超える得点が合格点になっている。
　　　　２８年度は，５点刻みで最初に１５００人を超える得点が合格点とはならなかったものの，２９年度は，５点刻みで最初に１５００人を超える得点が合格点となった。
＊24　２４年度以降，予備試験資格者が司法試験を受験するようになったから，４の３の「ＬＳ全体合格率」は４の１の「合格率１」と一致しなくなる。

４の４　上位法科大学院８校出身者の新司法試験合格状況

①
合格者数

①／Ａ
②

合格者数
②／Ａ

③
合格者数

③／Ａ
④

合格者数
④／Ａ

⑤
合格者数

⑤／Ａ
⑥

合格者数
⑥／Ａ

⑦
合格者数

⑦／Ａ
⑧

合格者数
⑧／Ａ

１８年度（新６０期） 1009 536 53.1% 120 11.9% 44 4.4% 104 10.3% 131 13.0% 87 8.6% 10 1.0% 40 4.0%
１９年度（新６１期） 1851 893 48.2% 178 9.6% 61 3.3% 115 6.2% 173 9.3% 153 8.3% 135 7.3% 32 1.7% 46 2.5%
２０年度（新６２期） 2065 988 47.8% 200 9.7% 78 3.8% 130 6.3% 165 8.0% 196 9.5% 100 4.8% 49 2.4% 70 3.4%
２１年度（新６３期） 2043 1002 49.0% 216 10.6% 83 4.1% 124 6.1% 147 7.2% 162 7.9% 145 7.1% 52 2.5% 73 3.6%
２２年度（新６４期） 2074 1022 49.3% 201 9.7% 69 3.3% 130 6.3% 179 8.6% 189 9.1% 135 6.5% 70 3.4% 49 2.4%
２３年度（新６５期） 2063 1060 51.4% 210 10.2% 82 4.0% 138 6.7% 164 7.9% 176 8.5% 172 8.3% 49 2.4% 69 3.3%
２４年度（６６期） 2102 1100 52.3% 194 9.2% 77 3.7% 155 7.4% 186 8.8% 202 9.6% 152 7.2% 74 3.5% 60 2.9%
２５年度（６７期） 2049 1052 51.3% 197 9.6% 67 3.3% 184 9.0% 201 9.8% 177 8.6% 129 6.3% 51 2.5% 46 2.2%
２６年度（６８期） 1810 937 51.8% 158 8.7% 64 3.5% 172 9.5% 150 8.3% 164 9.1% 130 7.2% 55 3.0% 44 2.4%
２７年度（６９期） 1850 949 51.3% 149 8.1% 79 4.3% 145 7.8% 158 8.5% 170 9.2% 128 6.9% 48 2.6% 72 3.9%
２８年度（７０期） 1583 831 52.5% 137 8.7% 63 4.0% 152 9.6% 155 9.8% 136 8.6% 105 6.6% 42 2.7% 41 2.6%
２９年度（７１期） 1543 791 51.3% 134 8.7% 60 3.9% 102 6.6% 144 9.3% 119 7.7% 111 7.2% 66 4.3% 55 3.6%

合計・平均 22042 11161 50.6% 2094 9.5% 827 3.8% 1547 7.0% 1926 8.7% 1975 9.0% 1529 6.9% 598 2.7% 665 3.0%

＊25　２４年度以降，予備試験資格者も司法試験を受験するようになった。

４の５　新司法試験合格者の選択科目別人員・割合

①
合格者数

①／Ａ
②

合格者数
②／Ａ

③
合格者数

③／Ａ
④

合格者数
④／Ａ

⑤
合格者数

⑤／Ａ
⑥

合格者数
⑥／Ａ

⑦
合格者数

⑦／Ａ
⑧

合格者数
⑧／Ａ

１８年度（新６０期） 1009 237 23.49% 55 5.45% 109 10.80% 159 15.76% 331 32.80% 46 4.56% 18 1.78% 54 5.35% １８年度
１９年度（新６１期） 1851 456 24.64% 100 5.40% 175 9.45% 298 16.10% 591 31.93% 97 5.24% 30 1.62% 104 5.62% １９年度
２０年度（新６２期） 2065 550 26.63% 100 4.84% 185 8.96% 309 14.96% 660 31.96% 105 5.08% 30 1.45% 126 6.10% ２０年度
２１年度（新６３期） 2043 596 29.17% 97 4.75% 179 8.76% 307 15.03% 643 31.47% 84 4.11% 22 1.08% 115 5.63% ２１年度
２２年度（新６４期） 2074 570 27.48% 111 5.35% 196 9.45% 290 13.98% 657 31.68% 107 5.16% 21 1.01% 122 5.88% ２２年度
２３年度（新６５期） 2063 609 29.52% 112 5.43% 216 10.47% 244 11.83% 625 30.30% 94 4.56% 22 1.07% 141 6.83% ２３年度
２４年度（６６期） 2102 566 26.93% 135 6.42% 222 10.56% 238 11.32% 662 31.49% 107 5.09% 28 1.33% 144 6.85% ２４年度
２５年度（６７期） 2049 516 25.18% 152 7.42% 194 9.47% 241 11.76% 665 32.45% 100 4.88% 28 1.37% 153 7.47% ２５年度
２６年度（６８期） 1810 410 22.65% 128 7.07% 186 10.28% 207 11.44% 579 31.99% 96 5.30% 12 0.66% 192 10.61% ２６年度
２７年度（６９期） 1850 388 20.97% 115 6.22% 222 12.00% 225 12.16% 579 31.30% 82 4.43% 17 0.92% 222 12.00% ２７年度
２８年度（７０期） 1583 309 19.52% 94 5.94% 202 12.76% 223 14.09% 458 28.93% 88 5.56% 18 1.14% 191 12.07% ２８年度
２９年度（７１期） 1543 270 17.50% 94 6.09% 220 14.26% 201 13.03% 480 31.11% 73 4.73% 16 1.04% 189 12.25% ２９年度

合計・平均 22042 5477 24.85% 1293 5.87% 2306 10.46% 2942 13.35% 6930 31.44% 1079 4.90% 262 1.19% 1753 7.95% 合計・平均

４の６　司法試験合格者の合格時期別内訳（修了後の年数別）

①
合格者数

①／Ａ
②

合格者数
②／Ａ

③
合格者数

③／Ａ
④

合格者数
④／Ａ

⑤
合格者数

⑤／Ａ
⑥

合格者数
⑥／Ａ

１７年度 1544 1009 65.3% 396 25.6% 99 6.4% 8 0.5% 6 0.4% 26 1.7%
１８年度 2195 1455 66.3% 500 22.8% 168 7.7% 44 2.0% 21 1.0% 7 0.3%
１９年度 2274 1466 64.5% 461 20.3% 234 10.3% 65 2.9% 47 2.1% 1 0.0%
２０年度 2360 1406 59.6% 557 23.6% 265 11.2% 72 3.1% 55 2.3% 5 0.2%
２１年度 2266 1233 54.4% 565 24.9% 323 14.3% 87 3.8% 53 2.3% 5 0.2%
２２年度 2200 1147 52.1% 575 26.1% 269 12.2% 100 4.5% 109 5.0% 0 0.0%
２３年度 1938 1027 53.0% 451 23.3% 225 11.6% 140 7.2% 94 4.9% 1 0.1%
２４年度 1769 1067 60.3% 374 21.1% 212 12.0% 114 6.4% 2 0.1%
２５年度 1522 895 58.8% 450 29.6% 173 11.4% 4 0.3%
２６年度 1053 753 71.5% 300 28.5%
２７年度 667 667 100.0%
２８年度

合計・平均 19788 12125 61.3% 4629 23.4% 1968 9.9% 630 3.2% 385 1.9% 51 0.3%

＊26　「その他」欄を除き，法科大学院修了年度別司法試験合格状況（平成２９年２月８日開催の第６回法曹養成制度改革連絡協議会資料１－９）に基づいて作成した。
＊27　司法試験合格には，新司法試験合格者以外に旧司法試験合格者も含まれている。
 
５　法科大学院修了者の進路の状況（２６年１０月末時点）

①
人数

①／Ａ
②

人数
②／Ａ 公務員

企業の
法務部門

その他 不明
③

人数
③／Ａ

④
人数

④／Ａ
⑤

人数
⑤／Ａ

⑥
人数

⑥／Ａ
⑦

人数
⑦／Ａ

１７年度 2176 1544 71.0% 139 6.4% 34 20 64 21 10 0.5% 7 0.3% 0 0.0% 6 0.3% 470 21.6%
１８年度 4418 2195 49.7% 479 10.8% 157 41 231 50 88 2.0% 19 0.4% 0 0.0% 75 1.7% 1562 35.4%
１９年度 4911 2274 46.3% 508 10.3% 191 34 226 57 126 2.6% 18 0.4% 0 0.0% 41 0.8% 1944 39.6%
２０年度 4994 2360 47.3% 485 9.7% 223 32 170 60 152 3.0% 16 0.3% 0 0.0% 47 0.9% 1934 38.7%
２１年度 4792 2266 47.3% 401 8.4% 165 24 175 37 118 2.5% 16 0.3% 0 0.0% 44 0.9% 1947 40.6%
２２年度 4535 2091 46.1% 294 6.5% 139 24 109 22 115 2.5% 5 0.1% 730 16.1% 20 0.4% 1280 28.2%
２３年度 3937 1704 43.3% 168 4.3% 72 17 61 18 95 2.4% 2 0.1% 914 23.2% 22 0.6% 1032 26.2%
２４年度 3459 1443 41.7% 95 2.7% 33 11 40 11 60 1.7% 4 0.1% 988 28.6% 14 0.4% 855 24.7%
２５年度 3037 899 29.6% 62 2.0% 19 3 32 8 49 1.6% 4 0.1% 1288 42.4% 18 0.6% 717 23.6%

合計・平均 36259 16776 46.3% 2631 7.3% 1033 206 1108 284 813 2.2% 91 0.3% 3920 10.8% 287 0.8% 11741 32.4%

＊28　「法科大学院修了者の進路の状況について」（２７年１月２０日開催の法科大学院特別委員会の資料６）４頁ないし９頁に基づいて作成した。
＊29　司法試験合格には，新司法試験合格者以外に旧司法試験合格者も含まれている。
 
６　二回試験及び判事補・検事への任官状況

集合修習時
志望者数

①＋② ①ＬＳ
②

予備試験
女性の
内数

女性率 任官率 ③＋④ ③ＬＳ
④

予備試験
女性の
内数

女性率 任検率

１８年度（新６０期） １９年度 986 59 927 94.0% 81 66 66 25 37.9% 7.1% 42 14 33.3% 4.5% 新６０期
１９年度（新６１期） ２０年度 1811 101 1710 94.4% 83 75 75 29 38.7% 4.4% 73 28 38.4% 4.3% 新６１期
２０年度（新６２期） ２１年度 2044 70 1974 96.6% 106 99 99 33 33.3% 5.0% 67 26 38.8% 3.4% 新６２期
２１年度（新６３期） ２２年度 2016 85 1931 95.8% 105 98 98 31 31.6% 5.1% 66 22 33.3% 3.4% 新６３期
２２年度（新６４期） ２３年度 2024 56 1968 97.2% 103 98 98 34 34.7% 5.0% 70 24 34.3% 3.6% 新６４期

２３年度（現行６５期） 74 5 69 93.2% 4
２３年度（新６５期） 1995 38 1957 98.1% 88
２４年度（６６）期 ２５年度 2031 39 1992 98.1% 100 96 91 5 38 39.6% 4.8% 82 80 2 31 37.8% 4.1% ６６期
２５年度（６７期） ２６年度 1972 38 1934 98.1% 101 101 89 12 29 28.7% 5.2% 74 70 4 29 39.2% 3.8% ６７期
２６年度（６８期） ２７年度 1799 33 1766 98.2% 90 91 84 7 38 41.8% 5.2% 76 69 7 25 32.9% 4.3% ６８期
２７年度（６９期） ２８年度 1816 54 1762 97.0% 78 70 8 30 38.5% 4.4% 70 63 7 26 37.1% 4.0% ６９期
２８年度(７０期) ２９年度 ７０期

合計・平均 18568 578 17990 96.9% 861 816 862 32 315 35.2% 5.0% 692 672 20 247 35.7% 3.8% 合計・平均

＊30　裁判所法６７条１項に基づく二回試験の正式名称は「司法修習生考試」であり，科目ごとに「優」，「良」，「可」及び「不可」の４段階評価であり，民事裁判，刑事裁判，検察，民事弁護及び刑事弁護のいずれか一科目でも「不可」となった場合，落第となる。

＊32　新６５期から貸与制に移行したため，国が修習資金貸与金の返還義務を遡及的に免除する場合，国の債権の管理等に関する法律３２条１項（歳入徴収官等による免除を定めた規定）に関する特例法が必要になると思われる。
　　　　そして，裁判所主管の歳入予算概算見積書によれば，修習資金貸与金償還金は政府資産整理収入（租税印紙収入と同様に，歳入予算の「部」の一つ）に含まれるから，修習資金貸与金の返還義務を免除した場合，将来の政府資産整理収入が減少することとなる。
＊33　６７期以降，司法修習生の兼職禁止が緩和されたため，答案添削等のアルバイトができるようになり，６８期以降，司法研修所における３週間の導入修習が開始した。
＊34　７１期以降，司法修習生の修習給付金及び修習専念資金が開始した。
＊35　受験者数は再受験組を含んだ数字である。また，判事補の志望者数については，集合修習中に作成される組別志望等調査表（６９期以降は作成なし。）に基づいて記載した。

２６年度
２７年度
２８年度

合計・平均

２０年度
２１年度
２２年度
２３年度
２４年度
２５年度

修了年度
(翌年度が司法試験)

１７年度
１８年度
１９年度

試験年度

神戸大ＬＳ

未修者ＬＳ全体
合格率

92

試験年度

２４年度

租税法 経済法 知財法

92

その他

環境法

検事

国際公法 国際私法

不明

大阪大ＬＳ

A
司法試験
合格者数

倒産法

修了年度
A

修了者数

司法試験合格 就職

修了年度
(翌年度が司法試験)

試験年度

合格点前後の
累計受験者数

合格点
プラス
２５点

プラス
３０点

試験年度

⑥合格者数

A
司法試験
合格者数

修了２年目合格修了１年目合格

プラス
１０点

マイナス
１０点

マイナス
５点

合格点

28 30.4% 72 22 30.6% ６５期

前職と同じ又は継続 進学

合格率２
⑥合計
／④

既修者

4.5% 3.6%

合格率１
⑥合計
／③

司法試験勉強中 その他

合格者
平均年齢

東大ＬＳ

修了５年目合格

早稲田大ＬＳ一橋大ＬＳ

労働法

修了４年目合格

⑤／④

プラス
１５点

合格率

①～⑧
合計

①～⑧
／Ａ

受験者数

受け控え
(②－③)

受け控え
率

就職の内訳

③のうち
途中欠席

プラス
５点

修了３年目合格

③
受験者数

①
出願者数

＊31　２２年１１月１日から２３年１０月３１日までに採用された司法修習生（具体的には，新６４期及び現行６５期の司法修習生）は，司法修習生の給与に関する暫定措置規則（平成２２年１２月９日最高裁判所規則第１１号）に基づき，１年間の修習期間中，国庫から一定額の給与
（毎月２０万４２００円）を受けることができることとなった（裁判所法の一部を改正する法律（平成２２年１２月３日法律第６４号。同日施行）による改正後の裁判所法６７条２項）。

慶応大ＬＳ 中央大ＬＳ 京大ＬＳ

試験年度

採用年度
修習期

⑤
論文最低
ライン未満

試験年度

落第者数 合格者数

②受験
予定者数

試験年度
Ａ

司法試験
合格者数

④
短答通過

判事補
修習期

プラス
２０点
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